
＜第29次地方制度調査会答申（H21.6.16）＞ 

 

今後の基礎自治体及び監査・議会制度のあり方に関する答申（抜粋） 

 

２ これからの基礎自治体のあり方  

(1) 今後の基礎自治体像  

第２７次地方制度調査会答申においては、「今後の基礎自治体は、住民

に最も身近な総合的な行政主体として、これまで以上に自立性の高い行政

主体となることが必要であり、これにふさわしい十分な権限と財政基盤を

有し、高度化する行政事務に的確に対処できる専門的な職種を含む職員集

団を有するものとする必要がある」とされている。  

近年、市町村への権限移譲が進展し、また、法令により市町村に新たな

事務が位置付けられるなど、市町村の役割が一層重要なものとなっている

ことを踏まえれば、上記の答申で示された基礎自治体の姿は、今後も妥当

するものと考えられる。  

平成１１年以来推進されてきた市町村合併により、多くの合併市町村に

おいて行財政基盤が強化されており、我が国の市町村は、全体として見た

場合には、このような基礎自治体の姿に近づいたものと考えられる。  

一方で、それぞれの市町村について個別に見た場合には、市町村合併の

進捗状況によって人口規模に大きな差が生じるなど、市町村の状況は多様

なものとなっており、基礎自治体に求められる十分な組織や職員の配置な

どの事務処理体制や財政基盤を有していない市町村も見られるところであ

る。 

 

(3) 事務処理方策に関する基本的な考え方  

現在、市町村が置かれている状況や課題は多様であり、今後の市町村に

おける事務処理のあり方を考えるに当たっては、このような市町村の多様

性を前提にして、それぞれの市町村が自らの置かれた現状や今後の動向を

踏まえた上で、その課題に適切に対処できるようにする必要がある。  

このため、市町村合併による行財政基盤の強化のほか、共同処理方式に
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よる周辺市町村間での広域連携や都道府県による補完などの多様な選択肢

を用意した上で、それぞれの市町村がこれらの中から最も適した仕組みを

自ら選択できるようにすべきである。  

なお、これらの地方自治制度上の仕組みに加え、中心市と周辺市町村が

締結する協定に基づく市町村間の新たな連携の取組としての定住自立圏構

想をはじめとする地域活性化施策を積極的に活用することで、それぞれの

市町村が基礎自治体としての役割を適切に果たすことが求められる。  

 

３ 今後の対応方策 

(2) 広域連携の積極的な活用を促すための方策  

市町村間又は市町村と都道府県との間で広域に連携することにより、事

務をより適切かつ効率的に処理するため、従来から、地方自治法において

は、一部事務組合及び広域連合、協議会、機関等の共同設置並びに事務の

委託など、多様な事務の共同処理の仕組みが設けられている。このような

事務の共同処理の仕組みが一層活用されるよう、地方公共団体のニーズを

踏まえた制度の見直しを行う必要がある。  

すなわち、事務の委託については、基本的には事務権限が委託団体から

受託団体に移動する仕組みとなっているため、事務を委託しようとする団

体が制度の活用に躊躇するとの指摘もある。このため、委託団体が事務処

理の状況を把握し、受託団体に対して意見を提出しやすくなるよう、制度

改正を含めた検討を行うことが適当である。  

また、機関等の共同設置については、現行の機関及び職員の共同設置に

加え、効率的な行政運営や小規模市町村の事務の補完を可能とするため、

内部組織、事務局及び行政機関についても共同設置が進められるよう、制

度改正を含めた検討を行うことが適当である。 


